
生駒市条例第３２号 

生駒市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例をここに公

布する。 

  令和８年９月３０日 

                     生駒市長 小 紫 雅 史 

 

   生駒市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 生駒市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６

年１２月生駒市条例第４３号）の全部を改正する。 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」とい

う｡)第３４条の１６第１項の規定に基づき、家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準を定めるものとする。 

  （定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、法及び家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号。以下「基準省令

」という｡)において使用する用語の例による。 

 （家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準） 

第３条 第１条の基準は、次条から第６条までに定めるもののほか、基準省令の

定めるところによる。 

 （家庭的保育事業の職員の特例） 

第４条 家庭的保育事業を行う場所ごとの家庭的保育者及び家庭的保育補助者の

数は、保育時間中において２人を下回ることができないものとし、そのうち１

人は保育士（奈良県の区域に係る法第１８条の２９に規定する地域限定保育士

を含む。次条において同じ｡)でなければならない。  



 （小規模保育事業所Ｃ型の職員の特例） 

第５条 小規模保育事業所Ｃ型ごとの家庭的保育者及び家庭的保育補助者の数

は、保育時間中において２人を下回ることができないものとし、そのうち１人

は保育士でなければならない。 

（事業所内保育事業を行う事業所の設備の基準の特例） 

第６条 事業所内保育事業（利用定員が２０人以上のものに限る｡)を行う事業所

の乳児室の面積は、乳児又は満２歳に満たない幼児１人につき３．３平方メー

トル以上とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置等） 

２ 第３条の規定の適用に関する経過措置等は、基準省令の附則及び基準省令を

改正する省令の附則に規定する経過措置等の例による。 

 （生駒市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正） 

３ 生駒市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和

７年１２月生駒市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第４号中「（平成２６年１２月生駒市条例第４３号）」を「（令和８

年９月生駒市条例第３２号）」に改める。 


